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1ABSTRACT
　More than 30 years have passed since the adoption of an “open door” policy 
and the beginning of economic reform in the People's Republic of China. 
A noticeable tendency during this period has been the stratified qualitative 
development of dif ferent industrial sectors. This paper looks first at the 
background to Chinese industrial development, with explanations of the 
processes that led to the industrial policy of the mid-1990s. Then, taking an input-
output approach to China’s domestic IO tables for the years 1997, 2002, and 2007, 
several types of quantitative analysis are used to reveal the factors behind the 
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井（2008）は「重層的な産業高度化」ととらえている。
（1）






















































をめぐっては中兼（2010），53 ～ 59 ページおよび同 71 ～ 72 ページを参照。
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換点を迎える時期でもあった。1986 年以来の GATT 復帰＝ WTO 加盟に向け





　その中で 1995 年 6 月には ｢ 外国企業の投資方向についての暫定規定 ｣ が公



















しているが，基本的には ｢ 暫定規定 ｣ を継承したものとなっている。同規定に
もとづく外資企業の奨励分野や制限分野の選別の変更については，「外商投資











































（ 4 ）辻・金澤・許［編］（2009）　ⅲ～ⅴページおよび 10 ～ 12 ページ。


























中国では国民経済計算体系の MPS 方式から SNA 方式への移行に伴い，国際
比較が可能な全国産業連関表は 1987 年を対象にしたものが最初のものであっ
（ 5 ）丸川［編］（2006），4 ～ 6 ページ（編者・丸川知雄によるはしがき）
11改革開放下中国における産業の高度化（1）
た。以降，2010 年現在，1992，1997 年，2002 年，2007 年を対象にした基本表，
1990 年，1995 年，2000 年度，2005 年を対象とした延長表の計 9 表が存在するが，





の粗分類，124 部門（1997 年），122 部門（2002 年），135 部門（2007 年）の細
















30 部門であったことをふまえ，それに輸出と輸入とが分離表示されている 1997 年と 2002



















　　　　（I－A）－ 1（FD－M）＝（I－A）－ 1（C＋ IN）＋（I－A）－ 1E－（I－A）－ 1M
となる。
　ここで，右辺第 1 項（I－A）－ 1（C＋ IN）は国内最終需要によって直・間接的
に誘発される各産業部門生産額列ベクトルを表すが，それを分母とする X/（I































入率をみると，縫製・皮革については 1995 年まで低下傾向にあったが，1997 年，2002 年
は上昇傾向にある。また，繊維については，1997 年は 1995 年に比べ低下したものの，概
ね上昇傾向にあることが見て取れる。他方，対象全年度を通じて自給率が 100％に満たない，
すなわち完全自給に達していない部門は金属鉱採掘部門であり，石油・天然ガス採掘部門
については 1987 年および 1990 年では自給率が 100％を超えていたが，その後は 100％を
割り，急速な経済発展に伴ってエネルギー・原材料の国内不足が深刻化と原油，石油製品
の輸入依存傾向を強めたことを示している。また，機械製造関連に関しては電気機器，電子・
通信設備，計器類が 1997 年に自給率がはじめて 100％を超えたのを除いては，殆どの部門
で輸入に大きく依存していることが導き出された。





































あるが，（I－A）－ 1 型と表記される輸入外生型および［I－（I－M）A］－ 1 型（備考：
Mは輸入係数対角行列）と表記される輸入内生型それぞれのタイプでみたレ
オンチェフ逆行列を用いた影響力係数と感応度係数を対比させると，たとえば，
















（I－A）－ 1 型と［I－（I－M）A］－ 1 型の逆行列係数の列和対比で，生産波及効果
に占める国内産業への波及効果の違いを見ることができる。また，［I－（I－M）






チェフ逆行列の数値比較を行ったうえで，（I－A）－ 1 型での影響力係数が 1 を




（ 9 ）1987 年から 2002 年にかけての 25 部門全体での国内歩留り率は 88.8％（1987 年），



































































^ － 1［I－（I－M）A］－ 1（I－M）C
　　　　同　　輸入誘発依存度：　X
^ － 1M（I－M）－ 1［I－（I－M）A］－ 1（I－M）C
　　　　投資の生産誘発依存度：　X
^ － 1［I－（I－M）A］－ 1（I－M）IN
　　　　同　　輸入誘発依存度：　X
^ － 1M（I－M）－ 1［I－（I－M）A］－ 1（I－M）IN
　　　　輸出の生産誘発依存度：　X
^ － 1［I－（I－M）A］－ 1E
　　　　同　　輸入誘発依存度：　X
^ － 1M（I－M）－ 1［I－（I－M）A］－ 1E
　　　　　（備考：X



























第 I 部第 1 章，25 ～ 66 ページ。
今井健一（2008）「産業高度化の潮流」，今井健一・丁可［編］『中国　産業高度化の潮流』
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（11）拙稿（2007）によれば，1987 年から 2002 年までの最終需要別輸入誘発依存度を見ると，
25 部門全体平均で輸出の輸入誘発依存度が経年的に上昇傾向にあったことが確認できる
が，それは主に電子・通信設備における顕著な上昇によるものであり，他の製造業部門で
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